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　本稿では，政治学・政策過程論の視点から，地方自治体（以下，自治体）に
おける先駆的な温暖化対策の推進を可能・不可能にする政策過程のあり方を論
議する。近年の温暖化問題をめぐる政策論議においては，自治体による対策推
進をア・プリオリ（a priori）に「望ましい」とする主張（advocacies）が数
多見られるものの，その成否を規定する要因がなにかを分析した調査研究例は，
依然その蓄積に乏しい。果たして，期待される政策推進主体としての役割を自
治体は担い得るのか，先駆策における企図は実際にどの程度具現化され，どの
ような政策パフォーマンスを発揮しているのか。本稿における基本的目的は，
このようなア・ポステリオリ（a posteriori）な問題関心の下，複数のケース・
スタディから得た経験的知見に依拠しつつ，先進自治体における当該対策の促
進・阻害要因を探求することにある。
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　上記問題関心の下，本稿では，先進自治体の政策過程を分析素材とした計
5つのケース・スタディの成果（Aoki 2010; 青木 2010, 2009a, 2009b, 2009c,
2004a, 2004b, 2004c;青木・元木 2007a, 2007b;元木・青木 2008）から，帰納的
かつ事例横断的に導出可能な知見を用いた定性的分析を行う1。ここでいう「先
進自治体」の政策過程とは，以下2.2に見る企図の下で対策推進に取り組んだ，
長野県，岩手県，東京都，葛巻町（岩手県），八戸市（青森県）におけるそれ
を指す。
　ケース・スタディにおける情報収集作業は，主に，関係アクターへの対面
による聞き取り（ヒアリング）調査に依った。ヒアリング調査の実施時期は，
1　従って，本研究の方法論上の性格付けは，先進自治体の当該政策過程に関する「厚い記述
（thick description）」に依拠した分析を行う，仮説抽出型ケース・スタディ（hypothesis-
generating case studies）のそれである（Lijphart 1971，George and Bennett 2005, 73-79）。           
2002年6月から2009年5月までである。下記表1において，自治体ごとのヒア
リング対象者の属性（所属や役職など）や人数など，調査の概要を示す。また，
調査においては，審議会・議会・委員会議事録，ヒアリング対象者・行政機関
提供資料（公開・非公開のものを含む），ウェブ上の情報，および，公刊文献
などからも，分析上必要となる知見の収集につとめた。
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　なお，本研究では，本人による明示の許諾が得られない限り，ヒアリング対
象者をすべて匿名扱いとする調査方針を採用した。これは，施策の進展と時を
同じくして実施したヒアリング調査の成果に，最大限の客観性を確保するため
に必須となる措置である。個人情報が開示される可能性がある中，政策過程の
当事者たるヒアリング対象者は，施策の進捗やその成否をめぐり，自身の率直           
な見解や事態の脚色なき描写を提供することはないからである2。
　ケース・スタディにおいては，「温暖化対策推進法」の制定（1998年10月），
当該大綱（（現）京都議定書目標達成計画）の閣議決定（2002年3月），京都議
定書の締結（2002年6月）・発効（2005年2月）を受け，地方レベルの温暖化
対策が体系化を見た初期の動態を射程に納め，そこでの施策展開が，誰により，
どのように企図され，いかなる政策過程において実現した――あるいは，しな
かった――のか，その実相を分析の俎上にのせた。
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　上記自治体において等しく企図されたのは，先駆策の遂行による「従来の政
策基調の否定とその克服」である。ここでいう従来の政策基調とは，主に，問
題への認識を喚起する啓蒙策や排出源の自主的措置に依拠した施策展開や，エ
ネルギー供給機器に偏重した設置補助などのことを指す――より具体的には，
前者は，国レベルでの経団連自主行動計画や「省エネ法」・「温暖化対策推進法」
上の算定・報告・公表等制度，および，これに準じた自治体レベルの各種「事
業所計画書制度」3 ，後者は，家庭用太陽光パネルや風力発電機を設置・建設
する際の費用負担の軽減をはかる国・自治体の補助金支給制度などである。各
自治体において問題視されたのは，国やそれに倣う他の自治体が横並びで取り
組むこれら一連の対策には，CO2排出量の削減を実現するだけの実効性が伴っ
ていない点や，再生可能エネルギーの普及・拡大を疲弊した地場産業や地域経
済の再興につなげるための仕組みが欠けている点である。
2　もっとも，このような調査方針の採用をもって，本稿の知見の誤謬性が払拭されるわけで
は決してない。また，考察において示す理解およびその可否は，ヒアリング対象者が了解す
るところではない。本稿で示す知見は，ヒアリング対象者に事前に開示し，事実関係などの
誤りについては指摘を受け，適宜修正を施したものではあるが，あり得べき誤りはすべて筆
者のみの責任に帰するものである。
3　ここでいう「事業所計画書制度」の自治体間波及の可否を施策の実効性の観点から分析し
たものとして，馬場（2010）（「地球温暖化対策事業所計画書制度」を分析素材とした業績）
および金（2010）（「建築物環境配慮計画書制度」を分析素材とした業績）を参照。           
　その克服に向け，各自治体においては，自らの政策パフォーマンスの帰結と
して，実際にCO2排出量を減らす強制策・規制的措置の導入・実施や，分散型
電源の市場創発や再生可能エネルギーに関連した新規産業育成を通じた「まち
おこし・地域（都市）づくり」の実現が企図された。と同時に，その背後では，
エネルギーの地産地消や域内エネルギー自給率の改善といったかつてない観点
から，枯渇性化石燃料に依存した大量生産・大量消費型の社会経済モデルを転
換し，地域特性に鑑みた，より自立・自律したコミュニティのあり方を模索す
るという，中長期にわたる構想が謳われた。この意味において，先駆策は，同
時期に進展し，自治体権限やその裁量の拡充に道筋をつけたとされる，第1次
地方分権改革の理念・方向性をも志向したものでもある。
　このように，各自治体では，一連の先駆策の推進が，CO2削減による環境改
善のみならず，これまでにない新たな社会経済の創発をはかるためのものと意
義付けられた。つまり，これら自治体においては，一昨年（2008年）来，政府（国）
がその推進を謳う，いわゆるグリーン・ニューディール（Green New Deal）政
策の基本命題が，2000年前後の時点ですでに意識され，その具現化に向けた取
り組みが顕在化していたと見ることができる。なお，下記表2において，各自
治体における主な先駆策の具体例と当該対策を導入することの企図とを示す。
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　以上を踏まえ，本報告では，各自治体における当該の政策過程を，agendization
（アジェンダ化）と institutionalization（制度化）という2つの動的位相にお
いて捉える視座を採用する。「アジェンダ化」とは，提示された先駆策の案が，
自治体の政策過程において正式検討課題としての位置付けを得る際の動態を指
す（Kingdon 1995; Cobb and Elder 1983）。一方，「制度化」とは，より具体
的には，アジェンダ化を見た先駆案が，事業化，計画化，法制（条例）化を通
じて具現化・実施される際の動態を指す。また，上記で見た先駆策の企図から
すれば，そこでの政策パフォーマンスに中長期かつ構造的な作用が伴うことが
期待されており，かつ，この点は，既存の低炭素政策研究においても，施策推
進上の要と目されるものである（Pralle 2009, 783; Meadowcroft 2009）。その
ため，本稿では，当該の政策案が誰によりいかに（非）アジェンダ化される
のかに加え，アジェンダ化され得た案が誰によりいかに（非）制度化（（un）
institutionalized）され，持続（不）可能な政策パフォーマンスを発揮するも
のとなるのかを問う。これにより，先駆案のアジェンダ化・制度化がどのよう
な作用により可能・不可能になるのか，そして，先駆案の制度化を通じてなん
らかの施策が実施されることにより，関係するアクターや組織の行動が将来
にわたりその企図に沿うものとして動機付けられ得るのか否か（Young 2002;
Goodin1996, 19-24; North 1990），当該の政策過程に見る動態に分析を加え，
両位相における促進・阻害要因の析出を試みる。
　なお，アジェンダ化と制度化という2つの動態は時を同じくして進展し，制
度化の位相においては，施策の事業化・計画化・条例化といった動態が，主従
を分かたず相互に連関しつつ進展する。PDCAサイクルを念頭においた――例
えば，課題設定，政策立案，政策決定，政策実施，政策評価の5つのステージ
から成る――規範的理論モデルとは異なるこのような捉え方が，自治体政策過
程の実相に沿うものである点は，すでに真山（2001）や田口（2008）などによ
り指摘されているものの，温暖化というイシューにかかわる個別政策領域にお           
けるそれを，経験的見地から記述・説明した調査研究例は，筆者が散見する限
り依然極めて乏しい。従って，上述の分析視座の下で提示される本稿の知見は，
それが5つのケース・スタディの成果に依拠したものであるが故に，その普遍
的妥当性に著しく欠ける反面，未だ蓄積を見ない自治体温暖化政策に関する実
証的理解の深化に，一定の有意味な貢献をなすものとなろう。
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　本章では，上記問題関心と分析視座の下，「従来の政策基調の否定とその克服」
を企図した先駆策の政策過程に分析を加え，その促進・阻害要因の析出をはか
る。なお，アクターの所属や肩書きはすべて当時のものである。
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　長野，岩手，東京の各都県においては，先駆策の案の提示は，いずれも，民
間研究会，職員勉強会，自治体職員との日常的接触の機会など，公式（フォー
マル）の政策過程が想定しない場においてなされた。このような，非公式（イ
ンフォーマル）な場は，当該イシューに対する個人的な問題関心から自治体職
員が自発的に設ける，あるいは，環境NPOや学識経験者が首長や自治体職員
に働きかけることにより設置される。これらアクターの間には，これまでの業
務・活動を通じて個人的な知己があるなど，いわばパーソナルなネットワーク
が作用する。と同時に，温暖化問題に関する専門知識を持つとされるアクター
が，ネットワークを介してその場に参集することから，そこには，外観上，な
んらかのイシュー・ネットワーク（issue network）4 が立ち上がる。案を提示
するアクターの中には，国レベルでアジェンダ化されない政策案――例えば，
再生可能エネルギーの固定価格買取制度，排出量取引制度，環境税など――を
4　多数参加者の存在を前提とした，アクター間の相互依存性や閉鎖性の低い，結びつきの弱
いネットワーク（Marsh and Rhodes 1992）。           
地方レベルで実現させることを企図する者もいる。
　先駆策がアジェンダ化の契機を得るには，提示された案やネットワークの作
用に対する首長によるなんらかのコミットメントが不可欠の要因となる。この
コミットメントを欠くと，案の先駆性がアジェンダ化の弊害となる。案を受け
る担当行政部課としては，政策パフォーマンス（CO2削減効果や再生可能エネ
ルギー普及効果）に優れた実効性（effectiveness）の高い先駆策の，事務事業
としての実現可能性（implementability）のなさを憂慮するからである。実効
性が高ければ高いほど，施策展開に伴う財政負担，組織的決定にまつわる合意
形成の困難さ，および，対象事業者に課される遵守負担とそれに起因する反発
などが懸念され，その実現可能性はより低いと認知される。未だ案の具体化を
見ない初期の政策過程においては，これらの要因をめぐる不確実性がより大き
く，準拠枠組みとしての「実効性」対「実現可能性」という対立命題は二律背
反の関係に立つ。
　この「実効性」対「実現可能性」という対立命題の下，先駆案がアジェンダ
化を見るには，案を提示したアクター間ネットワークを媒介として，首長のコ
ミットメントに権力的作用が伴うことが重要となる。例えば，長野，岩手の両
県では，政治的に知事を支持・支援する地元有力者――つまりは，有力経済人，
有力企業経営者などの，いわゆる地元エスタブリッシュメント――がネット
ワークに介在した点がアジェンダ化の重要な要因となった。長野県では，県庁
外部の民間団体として一連の先駆策を提示した「信州・地球温暖化対策研究会」
のトップに，田中康夫を知事選候補者に担いだ有力地方銀行の頭取が就任し，
知事選において田中支持のボランティアや勝手連を組織した地元環境NPO主
催者が同研究会の委員として参加した。岩手県では，これもやはり民間研究会
として組織された「岩手・木質バイオマス研究会」に，増田知事と個人的つな
がりのある，地元有力企業経営者や青年会議所幹部，地元名士（県議経験者や
業界有力者）の親族関係者などが複数参加した。いずれのアクターも，環境保
全問題や再生可能エネルギーの普及を通じた地場産業再興・新規産業創発に高           
い関心を持ち，それぞれの社会的属性に応じてかねてより当該の実践活動に取
り組んできた経験と実績を持つ。
　両県の場合，これらアクターの介在により，外観上のイシュー・ネットワー
クに地場の政治的ネットワークが交錯し，案の提示から行政による受容までは
いわば予定調和の世界となった。担当部課としては，知事がコミットし・支持
を表明する案の背後に，地元エスタブリッシュメントの意向を透かし見るから
である。これにより，実現可能性のなさはひとまず等閑視され，極めて先鋭的
な案（長野県のケース），あるいは，県庁内では忌避される案（岩手県のケース）
でも，アジェンダ化の契機を易々と得ることとなった。
　加えて，上記のようなアクター間ネットワークの作用は，ある程度の官業協調
をアジェンダ化の初期過程において成立せしめ，このことが案の具体化の方向性
を左右することとなった。具体的には，先駆策推進に伴う地域社会経済へのマイ
ナスの影響を回避する，あるいは，電力会社などの既得権者からの抵抗に意を払
うといった配慮が，ここでのアジェンダ化のあり方自体をある程度規定する。
　長野県では，多くの場合，県外
4
資本（コンビニエンス・ストアのフランチャ
イザー，郊外型大型スーパー経営者，飲料自動販売機のボトラ ・ーオペレーター）
が直接の利害関係者である24時間型営業の時間規制を謳う一方，製造業を中
心とする県内
4
事業者に対しては自主的措置の促進策――具体的には，国法上の
算定・報告・公表等制度に準じた「事業所計画書制度」5――の導入が案とし
て提示された。また，岩手県では，提示された木質バイオマス・エネルギーの
普及策が，発電
4 4
利用という方向性ではなく，熱
4
需要喚起を志向した家庭用ペレッ
ト・ストーブ開発策やペレット消費に対する補助策としてアジェンダ化を見た。
「岩手・木質バイオマス研究会」からの技術提言が反映した決定ではあったが，
そこに参集したアクターが，新規参入や系統連系負担の回避を選好する東北電
力から発電
4 4
利用に対する理解・協力が得られない点を斟酌し，これに知事・増
5　正式名称は「排出抑制計画書」制度。           
田が反応した。
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　一方，東京都における先駆策のアジェンダ化は，その動態を上記ケースと
異にする側面を持つ。都における，CO2排出総量削減義務・排出量取引制度
（cap-and-trade，以下，C&T）の導入および太陽エネルギー（電気・熱）利
用拡大策は，一部の都職員とそのパーソナル・ネットワークでつながる環境
NPO主催者との排他的イニシアティブにより，その案が提示された。これら
先駆策は，「国がやるべきを都がやる」としていた石原知事の政治信条と合致
するものである。そのため，都においては，案の背後に都内権力構造の反映が
なくても，知事の政治信条にいわばのっかる
4 4 4 4
ことで，アジェンダ化の端緒が得
られた。そこには，長野県・岩手県と異なり，地域内アクター・地元エスタブ
リッシュメントやそのネットワークを媒介とした官業協働が成立・作用した形
跡を見ることはできない。
　しかし，そうであるが故に，これら都の先駆案は，その後の政策過程におい
て，事業者による直接のロビー活動を通じた反対にあい，また，庁内の組織的
支持を得られず，一旦は断念を余儀なくされる。C&Tの導入は，従来の経団
連自主行動計画に比べ，対象事業者により大きな遵守負担を課すものと理解さ
れ，かつ，都の案は原単位
4 4 4
指標の利用を否定し総量
4 4
削減義務を打ち出したこと
が，特に東京電力からの強い反発を招き，知事・副知事・当該局長など都庁上
層部がこれに応答した。
　なお，C&Tと太陽エネルギー利用拡大策は密接不可分に連動しており，規
制的措置（総量削減義務）の導入により排出枠（実際には「他者の排出削減量」）
の需要を喚起し（買い手の掘り起こし），排出枠となる環境価値を生み出す再
生可能エネルギーの市場創発をはかるとの企図は，都がかつてディーゼル車規
制を導入した際（2000年）の発想に酷似するものである。ディーゼル車規制
策においては，排出削減義務の導入がPM（粒子状物質）除去装置（DPF）へ           
の需要を生み，これが装置製品市場の立ち上げを可能とし，さらには，都の当
該規制的措置を国が後追いの模倣により法制化したとされる。この時のいわば
成功体験を通じて，担当の環境局職員にとっては，規制的措置の導入による新
規市場創発という施策展開が――先に見た政治信条を再三強調していた石原の
下――担当部課として追求すべき政策モデルとして認識されていた。しかしな
がら，往事とは異なり，電力など関連業界との協働・合意を確保することがで
きず，従って，庁内合意を得られないまま，同職員の他部署への人事異動を契
機に，本施策は一旦アジェンダから消えることとなった。
　無論，田中も増田も，濃淡はあれ，地方分権改革や「国に依らずそれに先ん
じる」政策運用を志向する点で，石原の政治姿勢に通じるものを持つ知事であっ
た。その意味では，長野・岩手の両県で提示された先駆案も，知事の政治信条
にのっかるものという共通項はある。しかしながら，両県の場合は，各知事の
政治姿勢に乗じた点よりも，案を提示したアクター間ネットワークが媒介した
域内権力作用の方が，アジェンダ化の実現にとってはより重要な要因であった。
同作用が背後になければ，担当部課による先駆案の受容は，実現可能性のなさ
を憂慮するとの観点から，忌避されるべきものと見なされていたからである。
例えば，岩手県では，当初，庁内検討過程において，所管部課である農林水産
部林業振興課により，「木材を売らずにそれを燃やす」ことへの困惑や事業採
算性への懸念が表明され，木質バイオマスのエネルギー利用という考え方その
ものに理解が得られなかったが，「岩手・木質バイオマス研究会」と増田知事
との連携があり，初めてその状況が打破された経緯がある。
　従って，以上からは，首長のコミットメントとアクター間ネットワークを通
じた域内権力作用の発揮が，先駆案のアジェンダ化を促す最重要要因であると
の理解が可能となる。
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　他方，首長によるコミットメントは発揮されたものの，域内権力作用の裏打           
ちなく案がアジェンダ化される動態が，葛巻町と八戸市における施策展開に見
られる。
　酪農と林業を基幹産業とする葛巻町では，その地域特性を活かした「エネル
ギー自給100％のまちづくり」を基本方針として，民間資本や第三セクター方
式による風力発電事業に加え，バイオガスの高度利用によるコジェネレーショ
ン・システムや木質バイオマスを用いたガス化熱電併給システムの開発など，
木質・畜産系バイオマスの普及・拡大策の導入が試みられた6。一方，八戸市では，
構造改革特別区域（以下，構造改革特区）の認定を契機に，「電気事業法」上
の規制を緩和・除去7 することにより，既存の電力会社が所有する大規模集中
型系統ネットワークから独立した，地域固有のクリーン・エネルギー・システ
ム（マイクログリッド）の構築が試みられた。マイクログリッドの構築により，
電力需給の域内マネージメントを可能にし，再生可能エネルギー市場の創発を
はかることが，ここでの目的である。これら基礎的自治体の施策展開は，いず
れも，エネルギーの地産地消を事業化し，地場産業・地域経済の再興および関
連産業育成による雇用拡大を企図したものである。
　葛巻町の動態においては，上記対策が，地域住民の総意によって支持される
ものとして提示され得た点が重要である。行政単位としての区画が狭く，域内
社会経済に多様性が乏しい農山村であるために，地政学的にアクターの選好が
一元化していることが，これを可能とした。同町では，前町長による「エネル
ギー自給100％のまちづくり」の基本方針の下，具体案の採否やその推進に中
村町長も深くコミットしたが，東北電力が買い控えに転じた風力発電から，雇
用増効果に勝るバイオマス関連事業に重点を移せば，町民，町議会会派含め施
6　同町では，2004年度，新エネルギー発電量が，町内の電力使用に占める割合は185％，全
エネルギー消費に占める割合――すなわち，域内エネルギー自給率――は78％を実現した。
7　「電気事業法」が規定する「特定供給」の実施には，供給者と需要者の間の「資本関係など
の密接な関係」の存在が許可要件となっていた。「資本関係など」とは，「生産工程，資本関
係，人的関係等」を指す。特区取得により，「資本関係によらない」特定供給が可能となり，
契約電力50kW未満の一般需要家に対する当該事業への参入障壁が大幅に除去された。           
策推進に異議を唱える勢力が域内に存在しない――先駆だが反対されないケー
ス。そこでは，上記都県で見たアクター間ネットワークを介した権力作用が，
事態の帰趨を左右することもなかった。
　また，八戸市では，事業導入の障害となる「電気事業法」上の規制を特区取
得により緩和・除去するとの企図が，都内大手シンクタンク，ガス会社，学識
経験者，中央官僚（経済産業省職員），上位団体（青森県）といった域外
4
のア
クターによってアジェンダ化され，地域振興やパブリシティの観点から市がこ
れにのっかった――先駆だがお膳立てされたケース。同市の場合，都県で見た
イシュー・ネットワークと呼べるものは，これら域外のアクター間において自
己完結的に成立・機能しており，提示された案の採用に中村市長はコミットし
たものの，同市長や域内
4
アクターによる権力作用の発揮がその可否を左右した
わけではなかった。
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　これら基礎的自治体のケースでは，都県レベルの施策展開と異なり，「制度化」
の過程を経ずに，案はアジェンダ化と同時に事業実施に至った。それは，事業
実施に要する費用負担のほぼすべてが国からの財政支援によって賄われたこと
に依る。葛巻町では，当該事業の総建設投資が57億5,500万円にのぼるものの，
町の支出はそのうちの4,593万円にとどまった。また，八戸市では，マイクロ
グリッドの実証事業に要した約35億円が，すべてNEDOからの委託費によっ
て賄われた。そのため，当該自治体としては，事業実施から――高度に専門化
された実務経験を得る，先駆策の実施状況を視察に訪れる自治体職員などが地
域に金を落とす，再生可能エネルギーを利活用した先進モデル・タウンとして
全国的知名度を得るなど――得るものはあっても，失うものがない。
　しかしながら，これら自治体が取り組む各種事業は，いずれも，持続可能性
のない一過性のものとして頓挫する可能性に直面する。導入技術・施設に事業
化可能性（feasibility）がないとの判断が下されたからである。再生可能エネ           
ルギー施設の事業化を可能にするには，「電気事業法」上の規制，電力会社へ
の売電価格，系統ネットワークへの連系費用などが障害となるが，小規模自治
体である葛巻町としては，事態の改善を求めて国などに働きかけは行うものの，
その実現に向け自らが政治・行政上のイニシアティブをとるべきだ――あるい
は，とれる――との理解はない。また，財政困窮から厳しい予算制約の下にあ
り，国からの財政支援が途絶えれば，自前の予算措置による事業継続はもはや
不可能となる。
　一方，八戸市の場合は，特区取得により，ここでいう事業化の障害の除去を
はかったケースとなるが，事業実施の過程で東北電力の理解と協力が得られず，
結果として，投資負担の大きい，採算性のより低い技術選択（新規自営線施設
による事業化）を強いられることとなった。同市としては，政策アイデアの提
供とそのアジェンダ化を域外
4
アクターに依存したことから，施策展開が具体化
するにつれ，既得権者たる電力会社がいかなる対応をとるのかを，自治体側で
予期することができなかった。加えて，特区認定と補助金の取得など，事業実
施を可能にしたコミットメントがすべて域外
4
から与えられため，地元経済界と
の資本提携や地域住民からの理解・支援といった，事業の持続可能性の維持に
必要となる域内
4
アクターのコミットメントを動員し，それを実際の施策として
制度化するだけの契機を，自治体自身のイニシアティブの下で醸成することが
できなかった。結果，国からの財政支援が途絶えれば，自前予算を割り当てる
だけの合意も市庁内・議会から得られず，一度は導入・稼働したマイクログリッ
ドも結局のところ撤去となった。
　以上からは，基礎的自治体の先駆策においては，域外
4
要因によりその実施・
導入の実現可能性が担保されることで，むしろ，域内
4
要因の動員による施策の
制度化の契機が失われ，ひいては，そのことが，企図された政策パフォーマン
スの発揮を阻害することがわかる。           
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　制度化をめぐる政策過程において，担当部課は，案が果たして事務事業とし
て遂行可能か，その実現可能性の有無を憂慮する。なぜならば，提示された案
が先駆であればあるほど，その計画化や事業実施にあたり，前例なき財源・予
算措置の獲得，対象企業・業界との合意形成の不可能性，電力会社などの既得
権者からの反発といった困難が予見されるからである。担当部課としては，事
務事業として完遂できないことを知りつつ，先駆策の事業化や計画化をはかろ
うとすれば，将来的に説明責任を問われると見る。また，PDCAサイクルに沿っ
た政策評価・事務事業評価システムが整備・実施されていると，担当部課によ
り，実現可能性のある施策展開がより強く選好される。アジェンダ化され得た
施策が事業実施に至らないと，その必要性自体に疑義が向けられ，次年度の予
算査定において当該部課が不利な立場に立たされるからである。
　実現可能性をめぐる担当部課の憂慮を払拭して，先駆案が当初の企図通りの
制度化を見るには，やはり，首長による権力作用の発揮が不可欠の要因となる。
一方，担当部課としては，首長と議会の力関係や首長の任期継続可能性を勘案
し，前者が対立的で後者が大でないと見ると，先駆案の制度化に真にコミット
しようとはしない。例えば，現職首長が次の選挙で落選する可能性が高ければ，
担当部課は，国の財政支援を得られる従来型の対策や他の自治体ですでに実現
している対策を参照し，「落としどころを探る」といった観点から先駆策の内
容に修正を施そうとする。
　長野県では，県議会が不信任案を可決し，失職による再選挙をもって田中が
これに応じると，庁内には，田中再選を果たせずとの観測が広がり，その時点
ですでに，先駆策の見直しが担当部課により検討に付された。その際の担当職
員の認識は，選挙後，先駆案をその企図通りに計画化せよとの（田中でない）
新知事からの明示による指揮監督がなければ，事務局に与えられた行政裁量の
下で計画策定の主導権を握り，他の（先進的でない）自治体と同様の対策推進           
をはかるべきだというものである。ここでの同職員の主たるインセンティブは，
実現可能性のある施策展開を制度化することにより，説明責任の発生を回避す
る点にある。
　また，担当部課は，一度はアジェンダ化された先駆案の推進を否定・断念す
ることを，以下の各点を理由に正当化しようとする。いずれの理由にも一定程
度の説得性があるといえ，またそれ故に，先駆策の制度化に強い阻害要因とし
て作用する。
9　財政的に困窮しており，施策の実施に必要となる財源・予算措置が確保
できない
9　施策を実施しても削減量が実際にどれだけ得られるのかが不明確だ――
そもそも，削減量算定のためのデータや算定式が自治体レベルにおいて
整備・提供されていない
9　現行の行政組織を前提にしていては，先駆案の具体化は困難だ――現行
担当部課の所管を越えている
9　特定業種への規制的措置の実施により，行政の公平性が阻害される
9　排出総量削減義務や営業時間制限を課せられた対象企業から憲法訴訟が
提起され，敗訴する可能性がある
9　遵守負担が過度あるいは不明確であり，域内事業者に過度の痛み（経済
的負担）を強いる可能性がある
9　エネルギー利用を規制することにより，企業誘致や既存の企業活動が阻
害され，域内経済が停滞する
9　遵守負担を嫌い域内事業者が域外へ逃避する――「足による投票」
（Tiebout 1956）に対する恐れ
9　執行事務を分掌することになる基礎的自治体の理解が得られない
9　先駆策に対する市民の理解・賛同が未だ十分に醸成されていない
　上記諸点を克服するだけの首長の権力作用の発揮は，自ずとより強固なもの
となる必要がある。例えば，長野県では，案の計画化を論議する県審議会専門           
委員会の人選に田中が直接関与して，同案を提示した「信州・地球温暖化対策
研究会」のメンバーを委員に複数就任させた。さらに，田中は，温暖化問題の
所管部署を知事直属となる企画局内に新設の上，庁内公募にかけた対策推進に
興味関心のある職員を自ら面接し，有意な人材を同局に配置するとともに，原
課である環境自然保護課に「地球環境室」を設置し，専従職員3名を同室に異
動させた。加えて，田中は，縦割りにとらわれず組織横断的に温暖化対策が論
議できるような体制を庁内に敷いた。知事自身によるこれら一連のコミットメ
ントは，先駆案推進のプライオリティの高さを知らしめる作用を持つ。田中再
選直後の展開であり，担当部課が憂慮した実現可能性のなさは再度等閑に付さ
れ，先駆案の受容・計画化は――好むと好まざるとにかかわらず――自明のこ
ととなった。
　また，岩手県では，三選を目指す増田により，ペレット・ストーブの自主開
発や自然エネルギーの普及・省エネルギーの推進を通じた域内電力自給率の向
上といった施策が，知事選におけるローカル・マニフェストに盛り込まれた。
これにより，選挙後の増田県政下では，県民民意の了承を得た重要政策課題の
一環として，これら施策にかかわる木質バイオマス・エネルギーの普及策にトッ
プ・プライオリティが付与され，数値目標を含む行政計画の策定と当該予算の
重点配分とが所与のものとなった。このことの意味は，同県において，初めて，
木質バイオマス・エネルギーの普及というアジェンダが，温暖化対策の推進に
よる地域経済再興という企図の下で，フォーマルな全庁的政策としての位置付
けを与えられた上，事業化・計画化という制度化の契機を得た点にある。無論，
これを可能にしたのは，「マニフェストに盛る」という増田の政治的コミット
メントである。
　東京都では，C&Tのアジェンダ化を主導した職員が人事異動により当該担
当部長として復帰し，その後，ディーゼル車規制策の導入に功績のある職員が
同部長とのラインに加わった。これにより，都庁内部では上層部への働きかけ
が活発化し，また，環境NPO主催者による政策アイデアの提供もあり，野心           
的な再生可能エネルギー導入目標8 が設定されるとともに，太陽エネルギー利
用拡大策とC&Tとの連携による当該市場創発という企図（3.1.2参照）が再度
アジェンダ化を見た。また，同時期，都では，「カーボン・マイナス・オリンピッ
ク」と銘打った2016年の夏季オリンピック招致に向け，「CO2半減都市モデル」
の実現が謳われる中，野心的な中期削減目標9 が設定され，温暖化対策の進展
そののもが全庁横断的位置付けを得た。もはや，実効性を伴う削減策の制度化
は，担当部局だけの関心事に納まらず，オリンピック招致を実現すべく都庁を
あげて取り組むべき最重要政策課題となった。これにより，都では，本施策展
開への知事のコミットメントがより確なものとして再生した上，議会議決を要
件とする基金10 創設による500億円という厚みのある新規財源措置や，担当部
局への潤沢な予算配分（2008年度，担当部局に約336億円の割当）が実現した。
　そして，石原知事は，産業界からの反発を押してまでC&Tの導入を目指す
姿勢を明確にする。具体的には，石原自身，産業界からの訴訟提起の可能性に
触れ，総量削減義務の是非が司法の場で争点化・可視化され，都民の関心と理
解が喚起されるとして，これをむしろ歓迎すると言明した。加えて，石原は，
その意向を自ら直接当該職員に伝え，条例化作業を担う部課の士気を鼓舞した。
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　以上のような，首長による強度の権力作用の発揮は，しかし，担当部課の視
点からは，企図される施策展開から政策的合理性を奪い，その遂行を過度に政
治色の濃いものする作用を持つ。例えば，二期目の田中県政下の長野県では，
地元有力経済人の支援撤回によりネットワークの作用（3.1.1参照）も消失し，
また，知事・議会対立がさらに先鋭化する中，公式の行政計画に盛られた先駆
8　2020 年までに東京のエネルギー消費に占める再生可能エネルギーの割合を20％程度に高め
る。
9　2020 年までに2000 年比25％減を達成。
10　「地球温暖化対策推進基金」。　            
策のほぼすべてが事業化を見ない状況が4年にわたり続いた。しかし，担当部
課としては，田中の手になる計画であるが故に，むしろこれを当然のことと受
けとめた。担当部課をはじめ，庁内では，施策としての実現可能性を欠き，また，
県民の理解・賛同もおぼつかない状況の下，田中がコミットした一連の先駆策
に，推進すべき政策として果たしてどの程度の合理性があるのかが疑問視され
たからである。庁内横断的体制は一貫して機能せず，施策に対する財源・予算
措置が実現を見ない中，計画そのものがもはや「絵に描いた餅」となった。
　そして，田中三選を阻止した村井新知事の下，同計画は改訂に付され，事実
上破棄されることとなったが，その際の担当部課の説明は，旧計画中の施策と
その実施により得られるとされた削減効果との間には因果関係がなく，施策が
仮にすべて実施され得たとしても，削減目標が達成されることはない，という
ものであった。無論，かつて田中とともに旧計画のアジェンダ化・制度化に尽
力したアクター（審議会専門委員会委員と一部職員）は，このような担当部課
の見解を受け入れていない。なぜならば，確かに，利用したデータの確度に問
題はあったものの，個々の施策の削減効果を数量的に推計し，その積み上げに
より削減目標を設定した点にこそ，同計画の先駆性があると――当時の担当部
課職員とともに
4 4 4 4
――評していたからである。それ故，これらアクターの目には，
計画改訂とその顛末は，知事交代に伴うまさに政治的なものと映った――施策
展開の政策的合理性をめぐる解釈が，知事の政治姿勢に応じて大きく振幅する
ことを示唆するケースといえよう。
　また，岩手県では，増田の強いコミットメントの下，ペレット・ストーブ開
発が木質バイオマス・エネルギー普及策の中核を占めたが，その一方で，庁内
の一部には，同開発策が，県における主要温暖化政策の位置付けを得たことに，
疑義が生じていた。そこでの施策展開は，CO2排出削減効果という観点からす
れば，行政資源を傾注するだけの合理性に乏しいと見ることができるからであ
る。全国有数の森林県ではあるが，域内各界各方面の政策選好は必ずしも木質
バイオマスの普及のみに収斂・一元化しておらず，その腑存量に鑑みれば，他           
の再生可能エネルギーの導入にもつとめるべきといえる。そのため，一部の職
員の目には，マニフェストに盛られ，県民の注目も集めたことから，「ストー
ブ開発で事足りる」との誤ったメッセージが伝わり，県行政として他にやるべ
きことが多々あるにもかかわらず，そのことが政策論議の俎上にのぼらなくな
る状況が生じていた。さらに，庁内には，増田四選に現実味がない中，掲げた
数値目標に遠く及ばない一連の開発・普及策が，いわば増田色の強い施策展開
として，新知事の下で見直しの対象になるのは必至との見立てもあった。事実，
同県では，5年にわたり実施されてきた当該の開発・普及補助策が（一部，公
的施設への導入補助を除き）すべて打ち切りとなった。県財政に余裕なき故の
政策転換ではあるが，そこには前任者色の払拭という側面もあるとの指摘がな
された。
　ただし，岩手県における上記の見立てには，県庁職員の一部から反論が寄せ
られた。同職員の理解は，ストーブ開発を中核とする木質バイオマス普及策に
は，施策展開のいわば「入り口」として合理性と必然性があり，マニフェスト
に掲げられた数値目標こそ実現できなかったものの，購入補助策を打ち切った
後も，ペレット・ストーブの普及台数はなお堅調に推移する可能性があること
から，政策としてのパフォーマンスも肯定的評価に値する，というものである。
また，同職員は，入り口段階を越えた次の施策展開のあり方を見定めるため，
一連の補助策は――知事交代の有無にかかわらず――いずれにせよ見直しの時
期を迎えていたとした。つまり，次なる展開をめぐる政策過程において，温暖
化対策と地域経済再生の両立という点から，より実効性の高い広範にわたる施
策が実現する余地はあり，岩手県における先駆策の持続可能性は保たれ得ると
の見解である。
　しかしながら，達増新知事の下，そのような次なる先駆策のアジェンダ化・
制度化を誰がいかに成し得るのかは，必ずしも具体的に展望されておらず，同
職員としても，現在の状態が今後も続くようなことがあれば，施策展開が「踊
り場」で停滞する可能性があるとした。また，この点の認識は「岩手・木質バ           
イオマス研究会」のメンバーも同様であり，一期目の達増県政の下，有意な施
策が具体化・実施されることには懐疑的な見立てが示された。現在，増田とと
もに一連の成果をあげた同研究会の活動も見直しの時期にあり，新知事にいか
なる政策提言を行うのかは，依然として判然としない状況にあるとされた。
　以上からわかるように，知事による権力作用を伴うコミットメントは，先駆
策制度化の促進要因であるとともに，その過度の発揮が阻害要因にもなり得る
という，裏腹の作用を持つ。そのため，この点を克服し，先駆策の維持・存続
を選好するアクターは，施策のさらなる「制度化」をはかろうとする。ここで
いう制度化の最たる例が，先駆策の条例化である。その動態は，手続き上改廃
がより困難な条例制定により，首長の交代や議会の反対姿勢といった阻害要因
の影響を回避して，先駆策が企図した政策パフォーマンスの持続可能性を確保
する試みと捉えることができる。
　しかし，条例制定過程においては，担当部課により，さらにより強く施策の
実現可能性の担保が求められる。これは，条例制定権という，自治体レベルに
おける最高形式の権限行使を伴う決定を下す以上，そこに規定される施策は，
首長および議会会派の了解の下，一定の予算配分に具体的見通しをつけ，その
実施が予め十二分に確実視できるものでなければ，説明責任が果たせないとの
理解が担当部課にあるからである。また，計画化された施策がその段階ですで
に実施を見ていないと，庁内および議会から，当該施策の条例化をはかること
に疑義が呈されることもある。そこでは，事務事業として実施に至らない施策
は，そもそも実現するだけの必然性に欠ける可能性があるのであり，従って，
それをさらに条例において規定するだけの根拠や意義とはなにかが問われる―
―ここからは，施策の実現可能性の有無が，条例化のあり方やその帰趨を左右
するとの理解を得ることができよう。
　上記要請に応えるため，担当部課は，まずは当該施策の費用対効果の精査を
試みる中で，条例化で企図する施策展開に政策的合理性があることを示そうと
する。ただ，関連のデータが不備なこともあり基本的に困難な業務となるもの           
の，そこでのより本質的な問題は，むしろ，たとえ費用対効果が明確に把握で
きようとも，そのことが必ずしも施策の実現可能性を担保するとは限らない点
にある。
　例えば，ある自治体で，事業者からのCO2排出量を1％削減するのに要する
遵守費用が，業務部門に属すオフィス・ビルで100万円，産業部門に属す製造
工場で200万円であることが判明したとしよう。しかし，このことをもって，
当該削減措置を条例で義務付ける根拠が得られたことになるかと問われれば，
一義的になる
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と答えることは難しい。その自治体では，削減目標達成年に向
けて，域内総CO2排出量が依然微増する中，最大排出源の産業部門の排出ト
レンドが横ばいから減少，最小排出源の業務部門の排出トレンドが増加傾向を
示し，産業部門の排出量は業務部門のそれに比べ3倍程度だとしよう。この場
合，効率性，公正性，正義性といった観点から，これら事業者への削減義務付
けを是とし，各アクターから合意を取りつけるだけの規範的原理（normative
principles）を，われわれは実は持ち合わせていない。
　つまり，以上から理解されるべきは，費用対効果をめぐる不確実性は，準拠
枠組みとしての「実効性」対「実現可能性」を成立せしめるものの，その不確
実性の解消が必ずしも当該施策の実現可能性を担保するわけではない点である
――このことは，先に触れた，政策的合理性をめぐる政治的解釈の余地という
点と整合する。従って，「実効性」対「実現可能性」の二律背反命題がどこで
均衡するのかは，首長による権力作用を伴うコミットメントの下，各自治体に
固有の文脈――すなわち，個々の地域特性――に照らし政治的に
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判断・決定さ
れなければならず，かつ同時に，自治体ごとに異なる均衡点において先駆策の
条例化をはかるには，企図された施策展開から依然政策的合理性が失われてい
ないことを示し得るのか否かが，その成否を左右するのである。
　以上の点は，東京都ではC&T，長野県では24時間型営業の時間規制をめぐ
り検討に付され，前者はなお条例化を果たし（なぜ成し得たのかは3.2.4参照），
後者はそれを断念することとなった。長野県では，担当部課において，排出量           
がより多い他の部門（産業部門や運輸部門）を差し置いて，24時間型営業（業
務部門の中の一部の事業）のみを規制対象とすることに，温暖化政策としての
合理性が見いだされ得ないと判断されたのである――その結果，同施策は，い
わゆる努力義務として条例化を見たが，この点については3.2.3参照。
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　温暖化問題に特徴的ともいい得る，以上のような困難な政策過程において，
担当部課の業務上の拠り所となるのが，他の自治体においてすでに成立してい
る類似条例の存在である。担当部課にとって，他ですでに成立している類似条
例とは，当該地域においてアクター（企業・業界，経済界，議会会派，首長，
市民など）間合意形成がかなった――従って，実現可能性がすでに実証された
――施策を規定するものである。従って，担当部課としては，その模倣により
条例制定を果たせば，なんらかの政策パフォーマンスを伴うであろう施策を，
自地域内関係アクターとの摩擦・軋轢なく実施できる可能性は大となり，かつ，
このことが，「確実な実施が必須」とされることから生じる説明責任の回避を
可能にすると見る。また，議決権限を持つ議会会派としても，他の自治体で成
立している類似条例を自ら可決しないとなれば，そのことの説明責任を問われ
得る――そして，その逆もまた然りである。加えて，首長は，自身の業績を可
視化する観点から，議会上程された条例案の可決・成立を基本的に選好する。
以上から，担当部課にとって，他の類似条例を模倣することの業務遂行上の規
範力は，終始一貫，極めて強いものとなる。
　一方，模倣の対象となる類似条例が規定するのは，国に倣い，横並びで推し
進めてきた「従来の政策基調」に沿う施策展開である場合が多い。具体的には，
排出源の自主的措置を促す「事業所計画書制度」や，財政措置を通じた再生可
能エネルギー供給機器への設置補助策など，先駆策を選好するアクターが「否
定と克服」の対象としてきた施策である（2.2参照）。従って，ここには，他の
類似条例の模倣を通じて，実現可能性が担保された従来型の施策が制度化され           
ることにより，先駆策が企図した政策パフォーマンスの発揮とその永続化が阻
害される動態が存在する。
　例えば，長野県では，模倣により従来型施策の条例化11 をはかろうとする担
当部課と，これに異議を唱える県審議会専門委員会委員との間に対立の構図が
見られた。具体的には，上記「事業所計画書制度」に加え，電気事業者，建築
物の新築・改築・増築などを行う者（以下，建築物の新築等を行う者）および
自動車保有事業者を対象とした同種計画書制度が，東京都，京都府，大阪府の
当該条例の模倣により事務局案として提示され，これに対して，同委員が，（i）
これら施策の導入が先駆策を代替することにより，信州・長野という地域特性
が勘案されなくなる，（ii）先駆策の企図に沿った行動インセンティブを対象
事業者に付与できない点を問題視した――そのいずれもが，類似条例の模倣に
より，企図した施策展開から実効性が喪失することを懸念した故の異議である。
　また，上記（i）に関連して，同委員からは，対象事業所の範囲を確定する
裾切り基準の引き下げ（裾下げ）により，長野県独自の強化策を施す必要性が
指摘された。長野県内の排出主体構成を前提とした場合，例えば，既定基準で
ある「年間エネルギー使用量1,500キロリットル以上（原油換算値）」を採用し
たのでは，「事業所計画書制度」の捕捉率が数にして0.1％と過度に低くなるか
らである。同委員は，施策の趣旨に照らし，エネルギー使用量にして7～ 8割
は捕捉すべきだとして，基準の裾下げを行うよう事務局に要請した。なお，建
築物の新築等を行う者および自動車保有事業者にかかわる同種計画書制度につ
いても，同様の対応が委員から要請された。これに対して，担当部課は，裾下
げによる対象範囲の拡大により，対象事業者の事前かつ完全な
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捕捉が不可能と
なることから，ただ乗り（free ride）の発生を阻止し得ず，当該計画書の作成・
報告を怠る非遵守事業者に対する制裁措置（知事による勧告の後，氏名等の公
表）の適用もまた不可能となり，法令執行上，行政の公平性が確保できないと
11　「長野県地球温暖化対策条例」。            
して，委員の要請は受け入れられないとした。
　なお，上記と同様の観点から，いわゆる努力義務規定や理念条例が制度化さ
れる動態を捉えることができる。つまり，努力義務規定や理念条例とは，それ
が施策の実施そのものをなんら予定しないものであるが故に，実は――極めて
シニカルな意味において――最も強く実現可能性を勘案した上での制度化の帰
結と見なし得る。そして，「施策の実施なき」条例下では，事務事業評価の対
象は自ずと存在せず，従って，実現すべき企図がなにかも問われ得なくなり，
議会・首長以下担当部課は，当該規定にかかわる説明責任から事実上解放され
ることになる。
　長野県では，再生可能エネルギーの導入数量割当，マイカー通勤の削減，24
時間型営業の時間短縮など，先駆とされた施策の多くが努力義務規定として条
例に盛られた。担当部課のロジックは，これら施策の実現可能性が皆無であれ
ば，その実施を予定しない努力義務として条文化する以外，各方面との合意形
成がはかれず，条例制定そのものを断念せざるを得なくなる，というものであ
る。しかし，これに対しては，同委員から，上記（ii）の問題が指摘された。
　また，岩手県では，域内エネルギー自給率の向上を謳う条例12 の成立を見た。
が，その実質は，通常であれば条例下での施策の具体化とその執行に必須とな
る条例施行規則の策定を予定しない，わずか18条から成る文字通りの理念条
例となった――事実，同県では，制定以来，同条例の規定が直接の根拠となり
実施された再生可能エネルギー関連事業はゼロという状況にある。これは，条
例制定過程において，知事以下担当部課が，同普及策への東北電力からの理解・
協力が得られないことを知り，県として実現可能性が担保できる有意味な施策
が実はなんら存在しないことを理解した末の，いわば不可避の帰結である。こ
のことは，発電
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利用ではなく，熱
4
需要喚起策としてのペレット・ストーブ開発
が，同県における木質バイオマス・エネルギー普及策の中核を占めたことと整
12　「新エネルギーの導入の促進及び省エネルギーの促進に関する条例」。           
合する（3.1.1参照）。そして，増田による政治的コミットメントを得たそこで
の不可避の選択が，同県の施策展開に温暖化政策としての合理性の観点から疑
義を誘発し，また，企図した政策パフォーマンスの永続化がついぞ実現を見な
いことの，起点に位置した。後者に関し，県庁職員の中には，施策の実施を担
保しない理念条例の存在自体は，関係アクターによって期待される次なる先駆
策の導入を後押しするものではないと理解する者もいる（3.2.2参照）。
　なお，両県は，論者により肯定的に評価される感のある「温暖化問題に特化
した」条例制定をいち早く果たした先進自治体である。しかし，先進自治体に
おいて期待される実効性のある施策展開は，両県における条例制定をもってし
ても，実現可能なものとはなっていない。加えて，ここからは，模倣や努力義
務規定により，実効性に欠ける施策が条例化されるものの，形式上施策推進の
外観が整うことが，先駆策の導入・具体化を阻害することが含意される。
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　長野県・岩手県と異なり，東京都では，以上で見た困難な条例制定過程を克
服する動態が見られた。東京都では，「事業所計画書制度」13の実効性のなさを
直視し，その裾下げ・横出しをはかるのみならず，排出削減を条例14 で義務化
することにより，C&Tの制度化を実現した。では，これを可能にした要因と
はなにか。
　都のC&Tは，「年間エネルギー使用量1,500キロリットル以上（原油換算値）」
の大規模排出事業所を総量削減義務の対象とする。都の排出主体構成は全国平
均と大きく異なり，約1,300の大規模排出事業所は，そのほとんどがオフィス・
ビルなどの業務部門に属す事業所（約980）である。都においては，域内全事
業所の1％にも満たない大規模排出事業所の排出量が，業務・産業部門の総排
出量の約4割を占め，業務部門は産業部門の約2.5倍の排出量があり，そのト
13　正式名称は「地球温暖化対策計画書制度」。
14　「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（環境確保条例）」。           
レンドは一貫して増加傾向にある。かつ，都行政は，「事業所計画書制度」の
運用成果から，当該事業所の削減パフォーマンスは，行政指導をもってしても
なお十分なものにならないとして，削減目標の達成には義務化以外に手段がな
く，その対象を上記大規模排出事業所とすることに政策的合理性があると主張
した。
　また，首都・東京という自治体は，その商業地としての比較優位性から，大
規模排出事業所――特に，オフィス・ビルなどの業務部門の事業所――による
「足による投票」（Tiebout 1956）が行財政上の脅威とならない，国内で唯一の
存在といえる。他の自治体に比して，当該事業所が域外逃避することに経営・
事業活動上のメリットは見いだしにくく，また，域内への新規参入が途絶える
ことを恐れる根拠に乏しいからである。同時に，都政運営上，製造業などの立
地誘致への依存は見られず，数にして僅かな産業部門の大規模排出事業所（約
300）による域外逃避が政治争点化する可能性も低い。加えて，産業部門に属
す大規模排出事業所の中には，国レベルでC&Tの導入に反対する鉄鋼や石油
などの事業所（製鉄所や石油精製プラントなど）は含まれない。また，都行政は，
C&Tの条例化に先立ち，都内に電力供給を行う電気事業者を対象とした「エネ
ルギー環境計画書制度」を新設することで，都内発電所など（東京電力所有の
それを含む）を義務対象外とした。従って，C&Tの条例化にあたり，担当部課
は，鉄鋼，石油，電力といった主要反対勢力との合意形成を事実上回避し得た。
　さらに，都行政は，排出量取引制度の下，大規模排出事業所による中小規模
排出事業所（義務対象外）の削減量の取得を認める。そのため，数にして約70万，
率にして99％以上を占める中小規模排出事業所は，自らの削減量を売却して
対策費用の負担軽減をはかることが可能となる。さらに，都行政は，中小規
模排出事業所に対して最新省エネ設備などの導入を促すため，環境CBO（社
債担保証券）や中小企業制度融資を積極活用するとして，先に見た500億円の
基金（3.2.1参照）を当該の財源に充てた。このため，都における施策展開は，
中小規模排出事業者にとっては，経営上のデメリットよりもメリットの方が大           
きく，当該の有力業界団体である東京商工会議所がC&Tの導入を容認する姿
勢に転じた。こうして都行政は，日本経団連や他の主要業界団体が激しく反発
する中，域内において政治的動員力の高い中小企業群およびそれを支持基盤と
する議会会派との合意形成を可能とした。
　加えて，対象事業者の遵守負担を左右する排出削減基準の設定にあたり，担
当部課は，「事業所計画書制度」の下，自ら入手した個々の事業所データをもっ
て費用対効果の明確化をはかり，対策費用の投資回収の可能性に十分配慮す
るとした。また，このような遵守負担への配慮の一環として，都のC&Tでは，
その遵守達成手段の一つに，再生可能エネルギーの電気・熱利用が生み出す環
境価値（グリーン電力・熱証書）を位置付けた上，これに連動する施策として，
太陽エネルギー利用拡大策の制度化をはかり，太陽光・熱の環境価値を都自ら
が買い取るとして，その財源に上記基金のうち90億円を充てた。排出量取引
制度の運用を通じて，グリーン電力・熱証書市場の創発・拡充を促し，太陽エ
ネルギー利用の飛躍的拡大と関連の新規産業育成を企図（3.1.2参照）した施
策展開の具現化である。
　なお，このような，再生可能エネルギー普及策の推進に見る，太陽エネルギー
への行財政資源の集中配分は，担当部課および環境NPO主催者が，施策展開
における政策的合理性の欠損という疑義（3.2.2参照）の回避を勘案した上での，
意図された政策選択の帰結であった。都においては，風況や施設立地余地およ
びエネルギー腑存量の観点から，太陽エネルギーに一点集中した対策推進に「破
綻がない」ことの説明が可能である。また，これと同等に重要なことは，上記
アクターにとって，太陽光（電気）の利用拡大という企図は，すでに電力会社
による余剰電力買取メニューが自主的措置として稼働する中――例えば，風力
発電施設の増設をはかる場合とは異なり――系統連系負担を嫌う東京電力から
の理解・協力を期待し得る，唯一のものと認識されていた点にある。
　加えて，施策の制度化の過程においては，担当部課主催の官業協働型会議15
15　「太陽エネルギー利用拡大会議」。           
が論議の場を提供したが，同アクターは，電力とガスの競合関係を念頭に，太
陽熱
4
拡充策を議題とした会議体を太陽光
4
のそれと別立てとした。熱
4
は東京ガス・
光
4
は東京電力とし，両会議体への相互出席を認めないことで，呉越同舟による
過度の相互牽制が論議へのコミットメントを減殺する可能性に対処すると同時
に，これら事業者をいわばチキン・レース状態に置き，東京電力による会議体
からの離脱を抑止しつつ，光
4
拡充策に対する理解と協力16 とを同社から引き出
そうとしたからである。さらに，同アクターは，両会議体を一般に広く解放し，
各方面から参加者17 を募ることで，到達し得た合意・了解事項を公衆監視の下
に置くこととした。これは，そこでのコミットメントをより確実（credible）
なものにするために，同アクターにより企図された合意形成上の工夫である。
以上の動態が長野県・岩手県のそれと異なるのは，官業協調を志向しながらも，
それがアクター間ネットワークの作用（3.1.1参照）に依らない，よりフォー
マルでオープンな政策過程を経た点にあろう。
　以上からわかるように，都の動態の特徴は，関係アクターとの合意形成の観
点から，実現可能性の十二分な担保を可能としつつも，なお，案の企図に沿っ
た・実効性に優れるとされる施策の制度化を見た点にある。これを可能にした
主要要因は，知事・石原の政治的コミットメントであるが，都においては，そ
の強い作用がありながらも，施策展開から政策的合理性が失われていないとさ
れ得た――ここに，長野県・岩手県の動態との差異がある。そして，最も留意
すべきは，ここでの差異が，都に固有の文脈を規定する極めて特異な地政学上
の要因――具体的には，オリンピック招致活動の一環としてのCO2削減策とい
う位置付け，それ故に可能となった潤沢な財源・予算措置，そして，域内排出
主体構成および自然条件（＝都の地域特性）が生み出す政治的合意形成の機会
16　担当部課および環境NPO主催者とすれば，余剰電力の環境価値を都が公的資金を用いて
買い取り，余剰電力買取メニューの下での東京電力の費用負担を軽減する代わりに，余剰電
力の電気のみの自主的買い取り自体は将来にわたり維持・継続するよう，同社からのコミッ
トメントを引き出そうとした。
17　例えば，設備機器メーカーや住宅メーカーなど。           
の3つ――によってもたらされている点である。
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　以上本稿では，わが国地方レベルにおける，先駆的温暖化対策を促進・阻害
する要因を，アジェンダ化と制度化の両位相において捕捉した。すでに明らか
なように，調査対象となった計5つの自治体のうち，企図した政策パフォーマ
ンスの持続可能性を担保し得たのは東京都のみであり，そこでの動態の帰趨は，
わが国において唯一，都のみが享受可能ともいい得る，極めて特異な地政学上
の要因により規定された。本稿の分析成果からは，このことが，都の施策展開
が他の自治体に伝播する可能性が低いことを含意する点が理解できよう。実効
性に優れる温暖化防止政策の自治体間（水平）波及が果たして可能か，それと
も，実現可能性を重視した従来型の政策が模倣され続けるのか，今後この点に
関するさらなる実証的調査研究が求められるところである。
　なお，本稿で見た一連の先駆策の企図は，昨今のいわゆる「グリーン・
ニューディール政策」に通ずる発想を先取したものといえる。そして，そのア
ジェンダ化・制度化に向け，官民問わず実に多くの関係アクターが多大なる
リソースの傾注を試みた。すなわち，上記で見た，（都を除いた）企図した成
果なき一連の施策展開は，当該のアクターにより真摯かつ膨大な努力が払わ
れたことの帰結として理解されるべきものなのである。このことに鑑みると
き，今回本稿が提示した知見は，政策推進主体たる自治体の能力（governance
capabilities）に一定の疑義のあることを示唆するものである。この点の改善
がいかにして可能かは，もとより本稿の射程を外れるものの，温暖化対策の進
展に果たす自治体の役割は――それが，多くの論者の期待に沿うものとなるた
めにも――少なくとも再考に付されるべき現状にあるといえよう18。
　また，以上は，本稿の知見・理解が単に新奇かつ発見的（heuristic）であ
18　このような現状認識の下，アクターに対するインセンティブ付与の観点から，自治体を主
体とした排出削減策の制度設計案を提示するものに，青木・青木（2010）がある。           
るだけでなく，本研究で採用した動学的な視座の下で行う定性的分析に方法論
上の優位性のあることをも示唆しよう――動的位相としての政策過程（2.3参
照）を分析の俎上にのせなければ，得ることのできない理解が示されているか
らである．従って，今後は，他の自治体の政策過程を分析素材とした同趣旨の
ケース・スタディを実施することで，仮説として示した本稿の知見がどの程度
一般化可能なものかを検証したい。
           
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